世界同時不況以降の日本の経済危機は世界の中でも､とくに深刻なものになり､先進諸国主要７ヶ国のなかでただ一国だけが｢成長が止まった国｣と言われ､暮らしの実態はきわめて深刻で､失業・賃下げ､倒産など最悪の状態が続いています｡

その根底には日本経済の異常なゆがみ､格差拡大や公正な取引がされず､大企業の横暴がまかり通っていることにあります｡

いま､政府や大企業は不況を脱し改善方向が見えてきたと言っていますが､区内中小企業･町工場や区民には､その実感はありません｡大田区の景況予測を見ても最悪の状態です｡

中小企業･町工場への｢仕事切り､再三の加工単価切り｣で､東蒲田の町工場経営者が自らの命を断つという､痛ましい出来事がありました｡

大企業が短期間に黒字に転換できたのは､国際競争力に打ち勝んだと言って､労働者と中小企業に容赦ない切り捨てを強行しての事で､いつも下請け中小企業は大企業の調整弁にされているのです｡

区内中小企業・町工場を回ってみれば「加工する仕事がない､仕事量が極端に減った､家賃代も稼げない」など､どこに行っても開口一番聞かされる言葉です｡

区内中小企業・町工場が苦境に立たされているときには､国や大田区が経営改善や仕事確保までの間支援すべきなのです｡

◆松原区長､大企業等の仕事切り､単価切りによって､倒産・廃業の瀬戸際に追い込まれている区内の下請け中小企業・町工場の経営者からは「東南アジアへの仕事発注を規制し国内に出してほしい」、｢加工単価を引き上げてほしい｣など､大田区としても国や大企業に働きかけてほしいと言っているのです｡

本会議での区長あいさつの中では､羽田空港再拡張・国際化で区内経済の活性化を図りたいと述べられましたが､一番困っている「仕事確保､単価の引き上げ､公平な取引」について､大田区として国や大企業に直接働きかけをすべきです｡

「東南アジアではなく国内・区内に仕事を」と要請すべきです。答弁を求めます｡

◇中小企業は､全国の企業数の９９%を占め､国内でのあらゆる分野で大きな役割を果たしています｡

下請け中小企業を､当時の自民党政権は１９９９年､中小企業基本法を改悪し､中小企業政策に市場原理主義を持ち込み､経営力の弱い町工場の倒産等については「経営者のヤル気と時代の流れ」と切り捨て､倒産や廃業に追い込まれました｡

中小企業､町工場経営者たちは「中小企業の果たしている重要な役割を正当に評価し､それにふさわしい施策の実現を求めて」憲章運動がはじまっています｡

政府も､ 2月に｢中小企業憲章研究会｣を立ち上げ､ 4月には松原区長も経済産業省検討会での大田区の中小企業の実態について発言されたと聞きました｡それらをもとに５月に「中小企業憲章原案」を発表､国民の意見を公募し､本来ならこの６月に閣議決定したいとしていましたが､前政権のざ折によって見通しが定かでないのですが､大田区など中小企業集積地にとって中小企業を日本経済の宝・根幹と位置付けることが必要です｡

◆憲章を制定することは､国や自治体からの支援､大企業への規制など役立つものです｡松原区長には積極的に国に対して憲章制定に取組むよう求めます｡お答えください｡
【区長答弁】
中小企業憲章のご質問にお答えいたします。

中小企業の支援については、中小企業基本法を根幹としており、様々な支援法が整備されています。

今般の「中小企業憲章」制定の動きは、中小企業政策の理念の確認、中小企業政策の省庁を超えた総合的な実施など、中小企業基本法を補完・強化する試みと認識しています。

なお、私は経済産業省からの要請に答え、４月13日の「中小企業憲章に関する研究会」においては、大田区の中小企業の現状の説明とともに、法人税の引き下げ、産業集積の支援の強化を要請いたしました。

法人税については、現在、政府で５％引き下げに向けて動いているところです。

中小企業憲章の制定の動きやそれと連動する国の支援策の活用を図りつつ、区の中小企業支援を着実に実施してまいりたいと思っております。

◇日本共産党は､日本経済の根幹にふさわしい中小企業支援の活動を行っており､特に､大企業と中小企業の公平な取引を保証させる「下請け二法」の厳守､大企業の社会的責任を果させ､仕事切り､単価切りを許さないよう､政府の責任で行うよう求め､下請け中小企業・町工場を守る提案をし、国会でも取り上げています｡

このような立場に立って5月26日、党区議団は､日本共産党中央委員会と共に「下請け・中小企業懇談会」を開き､工場経営者約３５０名が参加しました｡

懇談会に向けて､党区議団は地域の４０００社の工場があると言われる下請け･中

小企業工場約２３５０社を訪問しました｡

工場訪問で痛感した事は､ ４０００社と公表されていますが､工場数はどこの地域

でも２割から３割､ひどい地域では４割も激減していることです｡

工場の町大田区が､いまでは駐車場や産廃企業､建売り住宅､マンション等に生まれ変わっています｡

工場経営者のみなさんはどうか､お話しを聞きますと､どの経営者からも「仕事かほしい､仕事さえあればこの不況を乗り切れる､東南アジアに発注しないで区内に仕事を出してほしい」でした｡次に多い意見は「加工製品単価が安すぎる､一日働いても５０００円にもならない日があり､週２日３日しか仕事量がなく､単価も引き下げられてはもう限界だ､廃業するしかない」と､仕事切りや単価切りに対して､ 「大企業の利益優先､横暴身勝手は許せない､政府は何とかできないのか」と怒って語られています｡

優工場に指定されている工場を訪問しても､内だって火の車だよと言って「従業員を解雇しない代わりに(金)(土)(日)(月)と4日間も休みを社員に強制して､やっと会社を倒産させないで頑張っているのよ」と話されていました｡

このような工場訪問と対話を通じて寄せられた要望や意見をもとに､「日本の宝､町工場の灯を消すな､下請け・中小企業懇談会」には､日本共産党から志位和夫党委員長(衆議院議員)､小池晃党政策委員長(参議院議員)や都議団､党大田区議が参加しました｡

経営者の熱気と切実な話に､胸が痛むと同時に大企業にモノが言えない民主党連立政権にも怒りを､参加者とともに共有しました｡

懇談会で志位委員長は「大田区の優れた中小企業・町工場集積地と加工技術､モノづくりネットワークが､よい製品を生み出し日本経済になくてはならない役割を果たしている」と述べ､中小企業・町工場は日本の宝､根幹として位置づけて国に対して１兆円規模の財源投入と緊急支援として､固定費制度を実現させたいと発言されました｡

歴代自民政権も民主政権でも､大企業を後押しすれば､日本経済も中小企業もよくなると言って､大企業を応援しつづけて来た結果､大企業の内部留保は１４２兆円から２２９兆円にふくれあがり､逆に国民所得は減少し中小企業・町工場はその犠牲にされ貧困格差の増大､倒産・廃業が後をたたないのです｡

これ以上工場が激減すると､大田区のモノづくりネットワークが完全に崩捜します｡中小企業・町工場支援は待ったなしです｡

区内の下請け中小企業・町工場経営者は､ますます悪化する経営を立て直すために､景気回復するまでの間「固定費の一部」支援を国､自治体に求めています｡

区の緊急対策として､賃貸工場経営者には家賃助成をしていただければ､ 「新しい仕事にも挑戦できるし､持ちこたえられる」と工場経営は景気回復までの支援をお願いしています｡

党区議団は｢非常事態｣に陥っている今こそ､区の部課長が先頭に直接､中小企業工場を訪問し､要求・要望を聞き､区で具体化し支援することを提案します｡民間調査機関に委託では生の声が届きません。部課長が訪問すべきです｡

2月の本会議、党区議団の代表質問で､区長は「区幹部職員の工場訪問・調査は計画しておりません」と答弁されました｡今回はぜひ行動に立ち上がってください｡

党大田区議団が､新年度予算組み替え案で提案しましたが､ 3年前に比べて売上が激減している町工場に､家賃の一部助成､賃貸でない工場にはリース代の一部､工具代の一部などの｢固定費｣を､当面一年間一社につき月５万円を１２ケ月､対象工場数１５００社､かかる予算は9億円です｡大田として実施すべきです｡

また､大田工業連合会や工業関係者から強い要望があるのが､後継者育成事業です｡

優れた技術を取得するのに最低でも3年はかかると言われています｡

中小企業・町工場で働きたいと意欲ある青年に対して､年額一人２００万円､期間は３年､申請数は５００人､かかる予算は年１０億円の財源でできるのです｡

◆区長､中小企業支援を行うためにも､直接区職員､部課長が町工場を訪問し実態をつかむ事です｡また､倒産・廃業をこれ以上出さないためにも､区独自の「固定費制度」で支援すべきです｡同時に後継者育成も計画的に行うべきです｡答弁を求めます｡
【産業経済部長答弁】

国や大企業への発注や加工単価の引上げなどの要請についてのご質問でございますが、

国に対しては、産業集積の維持や税制をはじめとする競争力強化に関して、機会があるごとに要望にしています。

また、普段から国や東京都の中小企業施策の活用の促進を区内中小企業に呼びかけています。し大企業に対しては、単価の引き上げなどについて、直接に要請はしておりませんが、東京都中小企業振興公社と協力して、下請取引適正化関係法令の遵守や区内の上場企業に区内中小企業との連携を強化する等の呼びかけをしています。

今後とも中小企業のみなさまのお声を聴き、必要に応じて政策的な要請を国等に伝えてまいります
◇もう一つは､昨年第四回定例会で実施し業者の皆さんを励ました「ものづくり経営革新緊急支援事業」第二弾の実施を求めるものです｡

「ものづくり経営革新緊急支援事業」での申し込み実積では､ ・計画策定支援(専門家派遣)申請４３件､交付金額２１０万円､・計画実施支援(助成金)申請１０７件､交付金額４９,５１４千円､合計で申請件数１５０件､交付金額５１,６１４千円です｡この助成制度には､金額､対象企業数､申請内容など改善すべき点はありますが､何よりも申請し交付された町工場経営者から「廃業しようと思っていたが､制度を活用して新しい仕事確保ができた」とか､ ｢パンフレット作成して受注が増えた｣と「よかった」「助かった」が8割りもの方々からあり､大田区への感謝の声が寄せられています｡

行政側の対応も､町工場経営者に対して親身の相談に応じ､区内町工場を守って行きたいとの同じ思いで取組まれたことが､喜ばれています｡
次に、工場の訪問調査、固定費支援制度を求めるとのご提案ですが、

このような取り組みについては現在計画しておりません。

産業経済部では、支援策の策定、実施にあたり、区内企業へのヒアリングや訪問調査を行うなど、常に企業の皆様の声をお聴きし、反映させるようにしております。

また、四半期ごとに景況調査も実施し、経営者の景況感や問題意識の把握に努めています。

この情報は、適切に幹部職員に伝達されており、このような体制を引続き確保してまいります。

固定費補助については、計画しておりません。現在、融資あっせん制度による金融支援やビジネスサポートによる経営相談等を実施しておりますので、これらの活用による支援を継続したいと思っております。

後継者育成については、本年度から大田工業連合会に委託して実施する人材育成事業を強化している他、産業振興協会のセミナー等により引き続き推進してまいります。

◆中小企業は「日本の宝」 ､「日本経済を守る生命線」であるならば､その灯を消さないためにも､全国から注目され実積・効果､評価も高い「ものづくり経営革新緊急支援事業｣を､今年度の早い時期に拡充して実施すべきです｡区長の答弁を求めるものです｡

日本経済の生命線と位置づける中小企業に対して、「ものづくり経営革新支援事業」を拡充して実施すべきであるとのご質問ですが、

本事業実施につきましては、多くの中小企業の皆様から、効果があったと言われていますが、あくまでも、緊急経済対策事業として実施したもので、現状では、本年度、実施する計画はありません。

助成金を交付して間もないことから、企業の経営革新につながっているのかの効果をみることは難しいところであり、一定期間をおいて効果測定を行うとともに、他の経営支援施策と連携したフォローアップを進めてまいります。

つぎに､火災警報機設置について質問します｡

◇近年､子どもや高齢者など貴い人命が奪われる深夜の火災など事故か多発するなかで､東京都火災予防条例に基づき住宅用火災警報器の設置が義務付けられました。大田区は高齢者の方や障害を持つ方を含む非課税世帯に対して無料で警報器の給付､取り付けを２００９年６月1日から２０１０年3月31日まで申請受付を行ってきましたが､まだ未設置の非課税高齢者世帯が多い中で､ 3月3 1日で制度を打ち切り廃止しました｡

実績は、高齢者・障害者世帯合計３２１１世帯です｡

０９年度の予算額は５００４世帯分で､非課税で対象者は約２８０００世帯おり､都営・区営住宅や民間アパートで独自に設置された方を除いても､未設置世帯は、まだまだ多くいます。
党区議団は､単年度事業とした問題点や､初めから全世帯を対象にしない点などを指摘してきました｡

予算特別委員会で党区議団は､火発警報器設置申請者が少ない点について､質問､指摘した結果､担当部局が再度区報でお知らせした事で､ 3月14日から3 1日まで１５日間で､５００世帯が申請されました｡広報活動や周知徹底を行うならば高齢者のみなさんも積極的に申し込まれるのです｡

制度を単年度として「ゼロベース」から見直しを行い廃止にしたことは､許せません。
大田区は今年度で廃止しましたが､ 2 3区でも7区が事業継続しているのです｡
◆非課税高齢者世帯等に対する火災警報器設置無料支給事業こそ継続し､すべての非課税対象者が設置するまで継続すべきです｡

区民の生命財産を守ることは区の責任です｡答弁を求めます｡

【高齢福祉担当部長答弁】

火災報知機の設置についてのご質問でございますけれども、

先ほどのご質問にもございましたように、設置については、消防法の改正に伴って平成22年３月末までに各自が設置することが義務付けられております。

火災発生時における行動が、費用の負担や体が動かない等の困難な高齢者や障害者世帯で、経済的事由で、設置が困難な住民税非課税世帯の方に対して、期限を定めて、１年間ですが設置の助成を行ったものでございます。

このため、今後、火災警報器の設置につきましては、基本的には、区民の方が、ご自身の負担で設置していただきたいと考えております。

次にひとり暮らし高齢者と高齢世帯の見守り制度の拡充についてです｡

◇高齢者を見守る活動は､区政にとっても大事な取組みで､地域や自治体に任せて､区政が本来の役割が果たされていないのではないでしょうか｡

最近にも､萩中３丁目都営住宅にお住まいの方で､肝ガンで治療をされていた高齢者が､自宅トイレで吐血し倒れているところを､たまたま身内の方が訪ねて来られ､異変に気が付き一命を取り留め助かりましたが､ 「あと数時間気づかれなかったら死にいたった」と医師から言われたそうです｡

ひとり暮らし高齢者の「孤独死」を防ぐためには､日常普段の隣近所の方々とのお付き合いや､外出する機会など多くすることですが､年々体力が弱ってくるなかで部屋での事故が多くなるのです｡

港区の配食サービス事業は､食事作りが困難な高齢者等が対象で､利用者の負担は半額の一食５００円で､栄養バランスもよく健康維持にもつながってると言われています｡

０８年度、真夏に脱水症状になった高齢者を配達員か見っけ､病院に運び一命を取り留めることができたそうです｡

◆ぜひ､大田区でも､配食サービス制度や､お早う訪問の復活を求めるものです｡

また､高齢者を自治会等では見守り隊などつくり､ひとり暮らし高齢者支援活動を行っています｡区として助成を行ってはどうでしょうか｡行政の取組みと助成について答弁を求めます｡
高齢者の見守りの充実に対してのご質問でございます。

高齢者の方が増加する中で、特にひとり暮らし高齢者の方、老老世帯の方が非常に増えています。

こうした中で、地域でのお互い同士の見守りや支え合いをする仕組みづくりが、今後ますます必要になってくるというふうに考えております。

区では、現在、高齢者の方が地域で安心して生活できるように地域での見守り体制の整備の支援を進めています。

自治会・町会等への支援につきましては、昨年度より既に補助をしております。

今後、区としましては、お話にございましたような宅食サービスやおはよう訪問のような特定の事業者が係わる仕組みではなく、各地域がそれぞれの実情に合わせて、それぞれの方法で行政や地域団体、ＮＰＯなど様々な関係機関と連携して、ネットワークづくりが機能するような支援を行っていくことが効果的だと考えております。

こうした地域とのネットワークと既に実施している緊急通報システムや火災安全システムなどと組み合わせて、見守り体制の整備を進めていきたいと考えています。

ご提案にありました宅食サービスの導入、おはよう訪問の復活は、考えてございません。

どうぞご理解をいただきたいと考えております。

以上で全質問を終わります｡

再質問【藤原議員】

産業経済部長から答弁がありましたが、

国に対して、税制や融資をやっているのはわかりますが、今、まちの中でいわれているのは、仕事がないという問題です。ここにどういうふうに応えるかということで、大企業に直接働きかけるということが求められているのではないでしょうか。ぜひ私はこのことをやる必要があると思います。

それから、工場訪問についてやらない、ということですけれども、

やはり、同じ気持ちを職員も、また中小業者も、同じ気持ちでこの大田区で町工場を発展させていくためには、調査が必要なんです。多くのところで実質やるんです。

区長が言うように、大田区が日本経済の生命線と言うならば、直接足を運ぶことが必要ではないでしょうか。

それから、ものづくり経営革新支援事業ですけれども、

この件については、今定例会で言われているプレミアム付商品券というのは、おおいに効果があったから第三弾をやるわけですよね。

今、このものづくり経営革新支援事業については、多くの人たちに喜ばれている。ということは、やることが大田区の仕事ではないでしょうか。ぜひ今年度実施してもらいたいと思います。

この件について、答弁を求めます。

【産業経済部長答弁】

大企業からの仕事をとるようにとのことですが、

現状でも受発注相談員あるいは発注開拓員を動員して対応しております。

２番目に工場の訪問を区職員へということですが、

産業経済部の職員が、日常、町工場の方と接しております。その状況等の説明を庁内へ行っております。

３番目に「ものづくり経営革新支援事業」を再度、ということですが、

計画の進行状況の報告をいただくことになっています。これがまだきていないため、現状では確認がとれないということで、今後ようすをみてまいりたいと考えております。
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